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  概要


  世界気象機関（WMO）によるデータ交換のシステムは、科学及び人類の営みの歴史において特異なものである。このシステムは、大気の諸過程についての知識の進歩に対する約束及び社会にとっての実益の提供に対する約束という、19世紀の国際気象機関（IMO）による2つの約束を源流とするものである。このシステムは、20世紀中盤における、非政府のIMOから政府間のWMOへという再編によって、また、冷戦期における地政学的なあるいは技術的な環境及び機会によって強化されてきた。このシステムは、多くの国において20世紀末に公共サービスとしての気象学が商業化されたことから生じた実存的危機を克服した。また、これは、気象データ及びプロダクトの並びに関連するデータ及びプロダクトの無償かつ無制約の国際交換を、WMOの基本原則として拡大及び強化するという認識による、1995年の世界気象会議決議事項40によって制度化された。IMO/WMOの歴史は、地球システムに係るデータ及びデータ交換についての新たなかつ広範な国際的枠組の確立について、時宜を得た注意喚起を、また、これに対する心強い激励をともにもたらしてくれる。


  はじめに


  17世紀における温度計及び気圧計の発明は、気象学を哲学から科学へと変容させ、気象に係る科学と実務とについての国際協力における明確な原則として、無償かつ無制約のデータ交換という長い伝統が始まることになった（Frisinger, 1977）。


  このように個人、機関及び政府同士で互いの利益のために情報を収集及び共有することを基礎として構築されてきた科学及び人類の取組の領域は、おそらく他にはない（Zillman, 2018a）。


  これは、常に平坦な道のりではなかったが、データ及びデータ交換は、21世紀の気象学の真髄であり、また、世界気象機関（WMO）の変わらぬ存在意義であり続ける（Zillman, 2018b）。


  WMO加盟国・地域が共通善のために気象データ及び関連する地球システムのデータを収集して自発的に交換することによって世界中のほぼ全ての人々が日々利益を得るというWMOの協力システムには、気象コミュニティ全体が誇りを持つことができる（Davies, 1990）。


  全球気象事業・全球気候事業及び国際的なデータの全容がともに急激に変わりつつあることは、明白である（WMO, 2019a）。そして、WMOのデータ交換システムは、ビッグデータ技術が情報経済のかたちを変えていくのにあわせて、時代に伴う進歩に対応しなければならない。


  しかし、世界気象機関条約並びによく参照される決議事項40、25及び60が21世紀初めの出発点をよく定義しているとはいえ、より統合的かつ頑健な新しい地球システムデータ体制の設計及び構造が、その時代において依って立つところの歴史、哲学及び経済に対しても敏感なものであり続けることは、重要であると思われる。


  そこで私は、これまでの300年間にわたって気象データの国際交換の発展を形作ってきた決定的な要因及び出来事であると思われるものを、簡単に明らかにしていこうと思う。


  はじまり


  歴史的に、全球的な科学としての気象学の誕生における観測データの重要な役割は、18世紀の注目すべき博物学者Alexander von Humboldtにまで遡る。彼が、真実及び知識についての啓蒙思想の概念を、自然世界についての理解にまで拡張したこと、また、気温等の気象要素について等値線を描くために様々な場所から気象データを収集して利用したことは、気候の性質を記述及び表現するための新しい科学的な方法を示すものであった（Wulf, 2015）。


  しかし、科学としての気象学の発展は、より多くをデータ交換に依存するサービスとしてのその発展と並行するものであった。通常、実利的な考え方は、海上航法の改善及び海上における人命の安全確保を支援するために船舶の航海日誌から気象データを収集して共有するという、1853年のブラッセル会議における合意にまで遡る（Dexter, 2020）。


  1853年のブラッセルにおける合意についてのMatthew Fontaine Mauryの説明は、これに大いに倫理的かつ宗教的な意味付けをしている。いわく、「この計画は、少なくとも、様式、方法、観測の対象、観測の実施時刻及び成果の交換に関して、キリスト教世界のあらゆる国による協力を期待するものである。私は、わが同輩である諸市民が、このような人道的、賢明、かつ高貴な計画に後れを取ることがなく、またそのために協力することを期待する（Maury, 1855）」。


  国際気象機関


  「知識のためのデータ」と「実利のためのデータ」という2つの目的は、WMOの前身である国際気象機関（IMO）を設立させたものとして一般的に知られている、1873年のウイーン世界気象会議において一体化された（Daniel, 1973）。


  その後75年間にわたって著名な研究者と、多くは政府が任命する各国の気象研究・サービス機関の長とがともに築いたその指導力を以て、IMOは、国際協力のモデルとしての気象学の、20世紀における発展を形作った（Davies, 1986）。


  ・ 科学者として、その構成員は、最良のフンボルトの伝統を以て、知識を進歩させるための研究のためにそのデータの共有を約束した。


  ・ 政府機関の長として、その構成員は、多くの場合において、その存在理由であるところの予報その他のサービスを提供することができるようにするために、近隣諸国からのデータを頼みとした。


  測器の標準化及びデータの共有という約束は、IMOの全ての技術委員会の業務の基礎となり、これらに浸透していた。これは、IMO総裁を長く務めたSir William Napier Shawが世界の気象施設間における国際協力の原則を主導するにあたって雄弁に語ったところの全球観測網である、IMOの「世界規模観測網（Reseau Mondial）」の概念について、明朗な表明の根拠となっていた。いわく、「各国は…それら自身の気象学的な又は経済的な目的にとって必要な観測所を維持し、また、各国についての日々の天気図の作成に必要な観測成果にあっては電信を以て、また、気候観測所のデータにあっては合意された様式による出版物を以て、観測所から得られた情報を交換しなければならない（Shaw, 1926）」。


  Napier Shaw及びその後継者によるIMOの主導の下、データ交換の重要性は、1930年代及び1940年代において、次のことについての特別な表明の根拠となった。


  ・ 極域の物理についての研究のための気象データの収集を主な目的とする1932-33年の第2回国際極年における、国際調査会議との共同実施による科学研究の目的


  ・ 民間航空の安全及び効率性のための実務用の気象データに対する著しく増大した要求事項における実利的な目的


  WMOの誕生


  実際には、1940年代のIMOの指導者に、基本的には非政府組織であるIMOを完全な政府間組織である（ただし、科学に立脚するものであることは変わらない）WMOへと転換させる時が来たと確信させたのは、国際民間航空の規制に対する各国政府の責任及びデータ交換における政府の役割の増大であった（Daniel, 1973）。


  1947年の世界気象機関条約は、気象データ及び関連する地球物理データの収集、交換及び応用を、国際協力並びにWMOの存在及び活動の基本的な存在意義として明確にした（Davies, 1990）。気候学委員会は、研究のために、郵便によるデータの収集を組織化した。シノプチック気象学委員会（後の基礎システム委員会）は、即時性を有する実用アプリケーションのために、観測成果の収集及び交換に重点を置くものであった。


  国際地理年


  世界気象機関条約及び整備されたその構成機関によって、データの収集及び交換についての2つの動機及びそのための各種チャンネルは、1957-58年の国際地理年（IGY）を通じて強化及び統合された。すなわち、品質制御されてWMOマイクロカードによって公開されたIGYの特別な観測網からの研究データ、各種電信チャンネルによって収集されて南極におけるLittle AmericaのIGY気象チャンネルの即時的運用に対する支援に用いられた強化観測網からのデータ（Astapenko, 1960）、そして多くの国の予報官署に供給される情報の追加である。


  しかし、1957年にソ連がスプートニク1号を打ち上げ、さらに1960年に米国が最初の気象衛星タイロス-1を打ち上げたことによって、冷戦における地政学を、また、世界気象監視計画（WWW）及び地球大気開発計画（GARP）の誕生につながる米ソ間の注目すべき協力のきっかけとなった、宇宙時代の開幕を利用することの現実味及び機会が国際的な気象学にもたらされたことから、IGYは、よりいっそう重要な役割を果たした。


  世界気象監視計画及びGARP


  WMOの設立に尽力した人々が集約してきた経験及び知恵の全てが、そしてIGYが成功裏に実施されたことが、気象学は宇宙の平和利用における国家間の全球的な協力の道を拓くべきであるとする、1961年9月の米国大統領ケネディによる国連に対する提案、これに応えた1961年12月の総会決議（Zillman, 2013）、そして、殊に1962年3月のケネディ大統領とソ連書記長フルシチョフによる、あらゆる国に対する気象サービスの提供を支援する実用気象衛星観測システムを米ソが共同で構築することに同意するという注目すべき交換書簡（Edwards, 2010）へと結実した。いわく、


  ・ ケネディからフルシチョフへ（1962年3月7日）：我々の宇宙計画を以て近い将来に共同で実用気象衛星システムを確立することによって、おそらくは何よりも偉大なサービスをもたらすことができるでしょう。このようなシステムは、あらゆる国による迅速な利用のために、全球的な気象データを提供するように設計されるものとなります。私は、このサービスを始めるために、米国とソ連が、あらゆる国のために、それぞれ雲の分布を撮影するための衛星を打ち上げ、また、その他の合意された気象サービスを提供することを提案します。


  ・ フルシチョフからケネディへ（1962年3月21日）：人工衛星による支援を以て世界的な気象観測サービスを提供することが人類にもたしうる利益は、語り尽くせるものではありません。正確かつ適時の気象予報は、人が自然を克服していく途においてさらなる重要な一歩となり、自然災害への対処をよりいっそう成功させる助けとなり、また、人類の福祉の向上にとっての新しい展望を拓くものとなるでしょう。この領域においても、我々は協力していきましょう。


  世界気象監視計画は、1963年に原則合意されて1967年に公式に採択されており（WMO, 1967）、そしてこれが本質的に立脚するのは、公共財としてのデータの収集及び配信における全球的な協力という考え方である。WWWについての初期の計画策定は、データの収集及びサービスの提供における協調的な体制による国家の利益についての経済研究に裏付けられていた（WMO, 1968）。WWWの考え方は、ソ連のAcademician Federovによって、次のように明快に要約された（Federov, 1966）。


  ・ 各国家機関は、観測、情報の収集及び流布、情報の処理及び分析並びに…科学研究という4つの主たる領域において、その努力を合同させるものとする。


  ・ この協力は…自発的なものであり、また、各機関が共通の資産へと提供できる全てのものを提供し、また、必要とする全てのものをそこから得る、という原則に基づくものである。


  ・ この協力は…平和的な条件の下でのみ可能なものであり…もっぱらこれを基礎として計画及び構築されなければならない。


  この計画は、気象及び気候についてデータの収集及び交換が漸進的に収斂していくことを想定していた。実用と研究との間の歴史的な区別は、WMO-ICSUによるGARPがWMOの世界気象監視計画に対する研究支援として誕生して、GARPの全球気象実験（GWE）が将来の実用的な世界気象監視計画の雛形となったことから、しだいになくなっていった（Zillman, 1977）。


  1979年の全球気象実験は、優れて成功したものであり（Bengtsson, 1983、Zillman, 1983）、1980年代半ばにおける世界気象監視計画の再構成の指針である「統合システム研究」の基礎をもたらした。私は、世界気象監視計画が、科学その他の分野における持続的な全球的協力のために考えられた、最も成功した国際システムであると主張してきたところである（Zillman, 2013）。むろん、1980年代半ばまでのWMOコミュニティにおいては、我々が今や気象に係るあらゆるセクタに対して次のような支援を行うために必要な基礎的なデータを提供しているという、この上ない充実感があった。


  ・ 国家気象機関（NMS）がその国内のマスメディアを通じて提供する公共気象サービス


  ・ NMS及び民間セクタが提供する付加価値型のサービス


  ・ 学術界、公共セクタ及び民間セクタによる気象学の研究


  我々が1988-1997年の10年計画（WMO, 1987）に書いたとおり、国際的な気象学に残された主な課題は、それまでに先進国において可能になってきたサービスの能力及び品質を、あらゆる国に漸進的に拡大していくことであると考えられていた。


  商業化


  このような充実、矜持及び楽観論という環境にあって、WMOは、自らが、世界気象監視計画及びGARPの初期の年代を通じて当然のものだと考えられてきたデータ、プロダクト及び科学的知識の無償かつ無制約の国際交換というシステムに対する実存的脅威であることがじきに判明したものに直面していることを、突然に認識した。


  我々は、1980年代に市場原理主義が気象学へと拡大したことに、ほぼ備えなしに巻き込まれた（Self, 1993）。この問題は、米国その他の国々においては官民連携を通じてすでによく確立されて（White, 2001）公共財としての基礎的なデータの無償の交換と完全に両立してもきた、気象サービスの提供における商業化の進展には、さほど由来していない。これはむしろ、かつては公共の資金を供給されていたNMS自身が、その基本的機能を継続するための資金を得られるようにするために売ることができるものを探すことを強いられるような方法による、商業化・民間化に由来するものである。また、売ることができるとされたものの多くは、先進国においても発展途上国においても、その貴重な国内の観測データであった。


  WMO執行理事会は、最近では「基礎的な」サービス及び「特化した」サービスと定義されているものの間の明確な区別を導入することによって、加盟国・地域が当初「商業化問題」と呼ばれたものを解決していくのを助けようと試みた。しかし、販売する必要があるデータについてNMSが世界気象監視計画を通じた交換を控えるようになるにつれて、共通のプールからデータが失われることが現実の問題となっていくことがすぐに明らかになった。この課題は急速に拡大し、WMOの用語は「商業化問題」から「データ交換問題」へと変わった。


  1987年の及び1991年のWMO世界気象会議は、ようやく加盟国・地域に対して無償かつ無制約のデータ交換の維持という政策を表明したが、これは遅きに失した。その後数年間、コミュニティは、「無償かつ無制約の交換」は万難を排して維持されるべきであると考えるものと、商業データの世界がどのように動くのかを知らずに、我々の制御から遠く離れた広い世界におけるイデオロギー及び経済の変容が気象データの「無償の交換」を犠牲にすることは必然であろうことを受容する以外におそらく選択肢はないと結論するものとに分断された。


  かつてWMOの全球通信システムを通じて無償で交換されていたデータからNMSが手を引くにつれて、その近隣の国の機関には、これに対抗措置をとる以外の選択肢はほぼなくなった。NWS間相互の支援及び信頼という長く続いてきたWMOの伝統は、競争及び相互不信にとって代わられた。NMS間、WMO執行理事会の構成員間、またWMO加盟国・地域の政府間において、緊張、ひいては法的紛争が激しく発生した（WMO, 2019b）。


  1995年のWMO世界気象会議が近付くにつれて、我々が、気象について確立されてきた国際協力のシステムの終焉に直面しており、また、全球的な気象データ戦争の間際にいるのだという憶測が広がった。


  決議事項40


  1995年の世界気象会議における、決議事項40が全会一致で採択されるに至る交渉は、ここで語るには時間が足りない、魅力的な物語である（WMO, 2019b、Zillman, 2019）。この決議事項及びその4つの附属書の文言には様々な条件及び警告が盛り込まれていたが、データ及びプロダクトの無償かつ無制約の国際交換を「WMOの基本原則」として継続することを世界気象会議がWMOに対して言明したといえば充分である。


  決議事項40の採択は、先走った結論ではない。


  ・ 1995年6月21日午後にWMO総裁が閉会を命ずるまで、これは不安定かつ脆弱なコンセンサスであり、いつでも崩壊しうるものであった。


  ・ その採択は、何らかの特定の法的な又は経済的な論法によるものではなく、気象における国際協力の良心に対する強固な信念の産物であった。


  ・ その採択を立ち上がって歓迎した中で、我々がどのようにこれを作用させようとするのかを知る者は少なかった。


  その後8年間にわたる決議事項40のフォローアップ及び実施は、非常に困難なものであったが、私が気付いた限りでは、WMOコミュニティには、その採択に異を唱えるものはいなかった。我々は、これを1999年の世界気象会議決議事項25によって水文学に、次いで、WMOと政府間海洋学委員会（IOC）との緊密な協力によって海洋学にも敷衍した。我々は、この基盤的な原則を全球気候観測システム（GCOS）及び気候変動枠組条約（UNFCCC）にも取り入れている。また、地球観測に関する政府間会合（GEO）が全球地球観測システム（GEOSS）のためのデータポリシーとして無償の交換を採択したことに、これが大きな影響を及ぼしたことにも言及するのが正当であると思われる。


  決議事項40の成果


  私のみたところ、1995年以来、無償の交換のための経済的な及び政治的な基礎は著しく強化されてきた。公共の予報・警報サービスは、長らく経済における公共財の教科書的な事例として紹介されてきたが（Heilbroner and Thurow, 1994）、現在では、気象に係る基礎的な社会資本及びデータのほとんどが非競合性及び非排除性という性質を有することを以てこれらを社会的に受容可能な水準で提供することを政府の基本的責任であろうとする筋道について、いっそう明確な図式がある（Zillman and Freebairn, 2001）。1999年に、ノーベル経済学賞受賞者Amartya Senは、不平等と公共財の供給とを資本主義が直面する2つの大きな難題であることを明らかにし（Sen, 1999）、また、2000年にはもうひとりのノーベル経済学賞受賞者Joe Stiglitzが、デジタル時代において政府が不可欠の公共的な予報・警報サービスを提供することについて、経済学を背景とする強力な支持を示した（Stiglitz, Orsag and Orsag, 2000）。さらには、そのサービスがほとんどの国においてほとんどの人々のための、また現在のだけでなく将来の世代のためのものであることに基づいて、全球的公共財の理論（Kaul et al, 1999）は、国際交換される気象データが全球的公共財の卓越した例であることを明らかにする、説得力ある論拠となっている（Gunasekera and Zillman, 2004）。しかし、全球的な社会基盤の運用及びサービスの提供における公共・民間・学術の各セクタの補完的な役割のための強固な経済的枠組を作るには、さらなる取組が必要である。


  決議事項40を受けて、世界気象機関条約の誕生に立ち会った人々によるもの（Gibbs, 1994）も含めて、WMOの設立に尽力した人々がなぜ同条約の条文に「無償かつ無制約」を明文を以て定めなかったのかという議論がなされた。支配的な結論は、当時は第二次世界大戦の終結及び国際連合の創設による幸福感の中にあって、無償の交換が世界全体にとって正しいものだということが自明であると思われすぎていたために、それ以外の何らかの可能性がありうることを示唆することがおおよそ不適切だったというものであった。


  我々は、危機が去ったのを受けて、決議事項40を改定できるか否かについても議論した。しかし、無償の交換が完全に失われかけるという経験が決議事項40に係る世代をあまりにも傷つけていたために、我々はより良くかつ強固な枠組を作り上げようという企図を受けて生じる論争や紛争を見たくないのだということが、すぐに明らかになった。また、我々には、無償かつ無制約を世界気象機関条約の条文に明文を以て採用するという試みによって論争や紛争が再開することを覚悟するだけの充分な勇気さえなかった。


  結論


  ここで私は、安心と楽観主義とを基調として結論を下すために、1995年のWMO世界気象会議決議事項40が国際的な気象学の願わくば一度きりの実存的危機に対する解決策であったことを強調するものである。しかし、これは完璧でもなければ永続的でもない解決策であり、国際的な気象学は、最近25年間で大きく変容してきている。地球システムについての現在利用可能なよりいっそう大量のさらに多様なデータを交換するために、より良くかつ強固な枠組を設計する時期であることは、明らかである。私は、WMOコミュニティが、我々の世代が決議事項40にたどり着くまでに経てきた類の危機を最初に経ることなしにより良くかつ強固な枠組を打ち立てることに対して、偉大な成功を祈っている。
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